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＜経緯＞

「商業捕鯨のための調査捕鯨等に関する法律」が2017年
6月16日、成立しました。

この法律は、これまで行われてきた調査捕鯨を国の責任で
継続し、国がその経費を負担しようとする ものです。一方
で、国際的な批判を無視し、「妨害行為」を物理的、政治的
に封じ込めることも視野に入れています。



＜目的＞
「鯨類に係る伝統的な食文化その他の文化および食習慣を継承し、
並びに鯨類の利用に関する多様性が確保されることが重要」

日本の実施してきた調査捕鯨を安定的に継続したいための理屈とし
て、「伝統的な食習慣」と「多様な利用」が書かれているが・・・

実際は：
★　捕鯨に関する市民の
意見は、調査捕鯨を支持
しません。2014年の日本
経済新聞によるウェブアン
ケートでは、過半数が捕鯨
について、なくても困らな
いと思っていることがわか
りました。

★　鯨類を捕獲し、その
肉を販売して継続できる
はずの調査捕鯨が、肉の
販売不振から、独立して継
続することが不可能になりました。いっそ国営にすれば採算は度外
視できるという目論見が今回の法律の根本です。

「商業捕鯨再開を目指し、合わせて水産業とその関連産業の振興を
図る」

★　今や国の補助金なしでは成立しないのが捕鯨活動です。商業捕
鯨再開は不可能ですし、また、調査捕鯨に使われる水産予算は水産
業と関連産業の振興には役に立ちません。「捕鯨」は一種の象徴であ
って、現実の水産資源管理とは全く関係ありません。

１ 2012年からのいわゆる「もうかる漁業」による税金投入に始まり、今回法制定により、水産庁の捕鯨対
策費によってほぼ実施。



＜基本原則＞

「鯨類の捕獲を伴う」

★　商業捕鯨の一時停止（モラトリアム）下での鯨類の科
学調査は、基本的に捕獲を伴わないもので、致死的な調査
には厳しい条件が付けられています。その端的な評価が国
際司法裁判所の判決であり、国際捕鯨委員会の科学委員
会のパネルの勧告です。原則が捕獲であることは、基本原
則に掲げられた基準２「条約その他の国際約束及び確立
された国際法規」に適合しません。



＜国の責務＞

「安定的、継続的に実施するため、国がその責務を負う／
経費の一部（？）を負担する」

★　すでに、6月に行われたFCCJの会見で、江島議員は、
５１億円の予算がさらに増える可能性を否定していませ
ん。「国がその責務を負う」ということは、鯨肉の売り上げで
賄えない部分は負担するということです。それだけではな
く、 捕鯨母船日新丸の建造も計画されています。公海での
商業捕鯨を再開することが困難な状態で、不必要な母船建
造に予算をつけることは大きな問題です。

捕鯨対策予算（２０１８年度）:

妨害活動対策を含めた鯨類科学調査の安定的な実施、持続的利用に向けた関係国との連携強化の支援ととも
に、調査母船のあり方を含めた我が国の目指すべき捕鯨の姿について検討します。

鯨類資源持続的
利用支援調査事業
（くじら基金）

国

調査主体（日本鯨類研究所）、民間団体等

捕獲調査 連携強化 目指すべき姿
妨害対策
非致死的調査等

鯨類捕獲調査円滑化等事業費

【捕獲調査経費】
・調査母船・標本採集船の

用船料、燃料費
・副産物販売経費
・その他経費

【働きかけ経費】
・持続的利用支持国等
の結束強化
・国内外研究機関との
連携強化
・調査結果等の情報発
信等

【検討経費】
・我が国が目指すべ
き商業捕鯨の姿（調
査母船の代船のコン
セプトを含む）を検
討する経費等

※水産庁が用船する妨害
対策船派遣費用を含む。

【調査の確実な実施経費】
・妨害行為への安全対策
・非致死的調査の強化
・調査船の運航経費
・サンプル分析費

副産物収益

対策のポイント

民間団体等

その他必要な対策
852（ 852）百万円

○北太平洋におけるＩＷＣとの共
同目視調査等の実施や違法鯨肉
の国内流通を防止するためのＤＮ
Ａ分析調査

346（346）百万円

○我が国沿岸域における鯨類捕
獲調査等の実施

506（506）百万円

454（ 1,296 ）百万円
3,757（ 2,573 ）百万円

捕鯨対策

【平成30年度予算概算要求額：5,062 （ 5,062 ）百万円】

金融機関
貸付：2,246百万円

順次返還

順次
返還

3
5

（資料：水産庁）



＜基本計画＞
「調査捕鯨を実施する指定鯨類科学調査法人を任命／指定法人が
調査の一部を業者に委託」

★　債務超過で身動きとれなくなった日本鯨類研究所を
救済し、指定法人として安定化、またこれまで鯨研から委託
されてきたいわゆる捕鯨推進地域連絡協議会がもう一方
の実施主体になります。沿岸捕鯨業者にとっても、この委
託は補助金もつき、沿岸捕鯨再開よりも旨味のある事業で
す。
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安全対策強化費

2億8600万円

妨害対策船経費
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増え続ける

鯨研・調査捕鯨への税金投入
借入鯨研への本予算（目視調査など受託費）

鯨研への本予算（調査捕鯨補助）

小型捕鯨による調査への本予算として独立

鯨研への補正予算

復興予算（補正予算）

鯨研と共同船舶に対する
「もうかる漁業」助成金（返納義務は1割）

資料：農林水産省／（財）日本鯨類研究所 財務諸表、収支予算書、
行政レビューシート／
朝日新聞「日本鯨類研究所は借り入れ金が増えている」（2011年11月7日）
朝日新聞「土俵際の調査捕鯨　国際司法裁、31日判決」（2014年03月26日）
※鯨類捕獲調査改革推進事業（もうかる漁業） 　〈作図：佐久間淳子／デザイン協力:高橋由実〉

　　更新：2017年9月11日

「基金」（売り上げを順次返納）
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日本の調査捕鯨海域と各国の関係

資料： IWC office https://iwc.int/home

 Antarctic Treaty http://www.ats.aq/index_e.htm
 ICR http://www.icrwhale.org/
 Fisheries Agency　http://www.jfa.maff.go.jp/index.html

 　　　　　　　　　　　　　　　　　作図：Junko SAKUMA

南極条約（1961発効）のもとで

南緯60度以南の領土権主張は

凍結されている

日本は、ミンククジラを除いて、

容認する立場をとっている

 

＜妨害活動への対処＞
「第１０　妨害行為への対応等のための施策
妨害に備えた訓練、政府職員の派遣、関係行政機関の情報共有が調
査捕鯨継続の安定的な実施のため出来る限り具体的に行われること
とし、さらに『妨害行為を行うおそれがある外国人について、上陸の
拒否、その他入国、上陸および在留の管理に関する必要な措置をと
る』」

★　わざわざ公海で捕鯨しなければ、妨害もされない。
国際法違反を犯さなければ妨害行為は生まれません。

南大洋サンクチュアリは、１９９４年、メキシコで開催された国際捕
鯨委員会で採択されたクジラの保護区です。日本政府は、捕鯨が停
止されているのでモラトリアムは必要ないとして異議を唱えています
が、現在、調査捕鯨でこの保護区内でミンククジラを捕獲しています。
薄い青の線がサンクチュアリ、濃いピンクがJARPAIIの調査海域、薄
いピンクはNEWREP-Aでさらに増えた海域を示します。



＜そもそも調査捕鯨とは？＞
科学調査のために鯨を捕獲するというアイデアは、1937年、ノルウェ 
ーのベルガーセンという人が提唱しましたが、減少した鯨を割り当て
外に捕獲するなど当時から問題を抱えたものでした。

日本は、1976年に捕獲割り当てがゼロになると予想されたイワシク
ジラの調査捕鯨を捕鯨会社の赤字補償に使おうという計画が、水産
庁と外務省の間で交わされたことがわかっています。1986年のモラ
トリアムで開始された日本の調査捕鯨は「これにヒントを得た」と当
時の農水大臣がコメントしています。留保措置を撤回した日本にとっ
て、クジラを捕獲する有効な手段だったことが明らかです。

秘密指定解除
情報公開室 秘

無期限

「国際捕鯨委員会第２８回年次会議の結論について

　　（異議申し立て問題）」
昭５１．７．６

１．	 本件に関し、松浦水産庁海洋漁業部長が6日、
賀陽経済局次長に述べたところ、要旨下記のとおり。

（１）	 今回会議で捕獲頭数が削減されたことにより、
共同捕鯨株式会社は年間売上予想額２００億円（黒塗り）
を２５?２８億円下廻ることが必至の形勢であり、
赤字経費とならざるをえない。

（鯨肉換算で前年比20％減）
共同捕鯨（株）に対しては開銀の融資が行われる
ことになっているが、現在融資が遅れており、今回
会議の結果赤字が必至であることから、開銀は融資
について難色を示している状況である。
また、関連大手水産会社の社長は、過日、
安倍農水大臣を訪問し、今回会議で決定した
いわし鯨（わが国では鯨肉として利用する重要な鯨）
の捕鯨クオータについて異議申し立てを行うよう陳情した。

（２）異議申し立ての期間は、（中略）３ヶ月あるわけで
あるが、水産庁としては慎重に検討したく、異議申し
立てを行わない場合には捕鯨会社に最小限の保障
をつけることが肝要（中略）（現に部外秘として戴き
たいと前置きし）その他、特別捕獲（捕鯨条約の規定
に基づいて行うもので、科学的データの入手のため
に必要に応じて行う）という手立てもあるし（後略）



＜捕鯨にこだわる人たちの３種の神器は＞

１．	 日本にとってクジラは水産資源の一つ
２．	 日本の伝統
３．	 クジラが漁業資源を食い荒らす

⒈　日本の法律では鯨類の管理は水産庁に任され、野生
生物としての保全は実施されてきませんでした。「多様な利
用」という言葉を使っていますが、水産資源として殺す利用
の他の選択肢は日本にはありません。

2．「日本の伝統文化」としてクローズアップされたのは
1980年代「国際ピーアール」というPR会社の戦略によって
です。捕鯨が現実的な産業としてあった時代は、雇用確保
や技術確保が捕鯨存続の意義として存在しました。しかし、
産業として衰退する中で、一部の地域で古くから利用され
てきたことを根拠に、捕鯨を継続する理由に「伝統文化」を
持ち出しました。

3．調査捕鯨で捕獲するクジラの数が増えるとともに、鯨肉
の在庫が積み上がるようになりました。2000年の朝日新聞
が、クジラ肉余りを報じた頃、捕鯨推進キャンペーンとして
のクジラ食害説も開始されました。しかし、この珍説は、科
学的に多方面から異論が起き、とうとう日本政府はIWCの
会議において「日本は、クジラが魚を食べ尽くすなどとは一
度も言ったことがない」と釈明する羽目になりました。



＜商業捕鯨は儲からない＞

調査捕鯨の実施が補助金なしでは行えないことは明らか
ですが、実は2008年に捕鯨全盛期に盛んにクジラを捕っ
て儲けてきた大手捕鯨会社が、商業捕鯨が再開されても、
再び参入はしないと公表しているのです。これは、現在のマ
ルハニチロ、極洋、そしてニッスイです。「採算が合わない」
と彼らははっきり断言しています。

沿岸の小型捕鯨はどうでしょうか？商業捕鯨が開始された
としても、混獲クジラの問題などが解消されないかぎりは、
持続的な管理のもとで捕獲できる数が限られます。業者に
とっては、補助金を上積みしてもらって沿岸調査に参加す
る方が 都合が良いのでしょう。
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「漁業種類別・魚種別漁獲量」の「海産ほ乳類」のうち、

「その他の漁業（いるか漁業）」を除いた値を「ヒゲクジラ類の混獲」とした。沿岸調査肉は2010以降は捕獲頭数と既報値から概算
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＜法律でこれだけの不利益が＞

この法律で得をする人たちは一体誰でしょうか？

一部の事業関係者、そして、捕鯨基地としての利益の落とさ
れる下関などの捕鯨関係地域と水産庁の捕鯨関係部所で
す。

そして、この法律のおかげで、クジラ肉を食べる人も食べな
い人も税金を払わされたり、他の水産資源保護にマイナス
になるほか、「科学調査」という方便を使うことにより、日本
の科学の信頼を損ない、国際的な評判を落とします。結局、
私たちに取っては不利益のみが残ります。
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＜日本の水産の未来を考える＞
日本政府や推進する人たちは、調査捕鯨の目的として「商業捕鯨再
開」を掲げていますが、これが実現不可能であることは十分お分かり
になったことと思います。

一方で日本は、古くから動物タンパクを海に依存しており、様々な水
産資源を利用してきました。日本の畜肉の消費比較は、グラフに見る
通りですが、日本の漁業は世界的には漁業が成長しているのにかか
わらず、衰退の一途をたどっているようです。

マグロやウナギの激減の例は言わずもがな、私たちにとってなじみ
深い、沿岸の魚種も漁獲が難しくなっています。日本の資源管理の問
題だと専門家は指摘しています。しかし、昨年度、調査捕鯨の補助金
５１億円に対し、その他の資源調査や研究費は４６億円でした。再
開のめどが立たない商業捕鯨に傾注するのではなく、今こそ沿岸の
資源管理に全力を注ぐべきではないのでしょうか。

◆　もしあなたが５１億円を政策に生かすとすればどんな方法が考
えられますか？

脚注： （World Bank 「Fish to 2030: 漁業及び養殖業の展望」 （２０３０年までの漁業生産予測）Table 3．1: Projected 
Total Fish Production by region)など：http://documents.worldbank.org/curated/en/458631468152376668/
pdf/831770WP0P11260ES003000Fish0to02030.pdf


